
R4 業務改善助成金（特例コース）を申請する事業主の皆様へ 

※文中の「例示様式」は、兵庫労働局のホームページに掲載しています。          2022.9.1 

申請にあたっては、交付要綱、交付要領、申請書記入例、Q&A、提出書類チェックリスト等の内容をよくご確認のうえ、

以下の事項に特にご注意ください。なお、必要書類が整っていない場合は申請を受理できません。また、下記以外にも、

当局が必要と判断した場合、追加資料の提出を求めることがあります！ 

 

                       ※引上げ前の事業場内最低賃金と地域別最低賃金の差額が３０円以内であること。 

① 以下のいずれかの要件を満たしていること。 

ア 生産量要件：令和３年４月から令和４年１２月までの間の、連続した任意の 3 か月の生産量（額）等の平均値が、 

前年、前々年又は３年前の同期に比べて３０％以上減少している 

      イ 利益率要件：令和３年４月から令和４年１２月までの間の、任意の１月における売上高総利益率又は売上高営 

業利益率が、前年同期に比べて５％以上低下している 

② 以下のいずれかの賃金引き上げを行っていること。 

ア 令和 3 年 7 月 16 日から令和４年 12 月 3１日までの間（以下、対象期間）に事業場内最低賃金を３０円以上引上げ、 

引上げ額を支払っている。（ただし、当該引上げについて助成金を申請していない） 

イ 対象期間中に、３０円未満を引上げていた場合で、交付申請時までに、合計で 30 円以上となるよう遡及して引 

上げ、差額を支払っている。 

                     （交付要綱第５条、交付要領第４、様式第１号（添付資料）１）、申請マニュアルⅠ） 
 

（１）「特例コース交付申請書」（様式第１号） 

別紙１（国庫補助金所要額調書） と 別紙２（事業実施計画書）を含みます。  

※様式第１号別紙２（事業実施計画書）３（１）ィには、対象期間に賃金を引上げた労働者すべてと、交付申請時の常時使用する労 

働者全員について、正しく記載してください。 

（２）助成対象経費の「見積書」 

①契約予定価格 10 万円以上の場合、相見積（同一メーカー同一品）も必要です。 

取得できない場合は、理由書（書式なし。兵庫労働局長宛）を添付してください。 

②審査期間中（交付申請後おおむね１か月）有効なもの。 

※審査期間中に無効となる場合、再取得もしくは必要期間中有効であることの確認をお願いすることになります。 

③導入する機器等の内容がわかる資料（カタログ、仕様書等）。 

（３）該当する要件に応じた書類 

①生産量要件：「生産指標に係る事業活動の状況にかかり関する申出書」（様式第１号―２） 

②利益率要件（売上高総利益率）：「利益率に係る事業活動の状況に関する申出書（売上高総利益率）」（様式第１号―３） 

③利益率要件（売上高営業利益率）：「利益率に係る事業活動の状況に関する申出書（売上高営業利益率）」（様式第１号―４） 

  ※記入した数値を証する書類（総勘定元帳、生産月報、月次損益計算書等）の添付が必要です 

（４）対象期間中に３０円以上賃金を引上げたことを確認できる書類 

①  引上げ前２月分の賃金台帳 

② 引上げ後２月分（引上げ日の属する当月と翌月）の賃金台帳 

③ （遡及引上げの場合）追加支払いの計上月分の賃金台帳 

④ ③の追加支払いの計算内訳（例示様式） 

※1 交付申請時点で引上げ賃金が未支給の場合、直近の支給日に支払い、その賃金台帳を提出する必要があります。 

   2 賃金台帳は、引上げ前の賃金が、引上げ後の事業場内最低賃金に満たない労働者全員分が必要です。 

     3 当局が必要と判断した場合、他の労働者分や追加分の賃金台帳の写しを求めることがあります。 

 ➅ 引上げ対象者分の、引上げ直前の労働条件通知書もしくは雇用契約書。 

交付申請時の提出書類について 

特例コースの要件 



（５）引上げ改定後の就業規則等（「賃金規定」等を含む） 

（４）の引上げが対象期間に定められていることを確認するために必要です。 

①常時使用する労働者が１０人以上の対象事業場は、労働基準監督署の受理印があるもの。 

②常時使用する労働者が１０人未満で就業規則に最低賃金を規定する場合は「就業規則の周知に関する申立書」（例示様式）も必要。 

③常時使用する労働者が１０人未満で就業規則を作成しない、もしくは最低賃金を規定しない場合は、引上げ後の賃金額を事業場内

最低賃金とすることについての「最低賃金の申出書」（例示様式）。            

（６）「時間当たりの賃金額」を算定するための資料 

引上げ対象者の中に「月給制」や「日給制」の労働者が含まれる場合、「月平均所定労働時間」により当該労働者の「時間当たりの賃

金額」を算定する必要があることから、事業場の年間休日、年間労働日数、年間労働時間数が確認できる資料（「会社カレンダー」等）。 

※就業規則等から明らかな場合には、別途添付する必要はありません。 

（７）振込を希望する金融機関の通帳の写し 

口座の種類、口座番号、口座名義等の記入間違いが多くなっています。助成金を確実・迅速にお支払するため、左記が確認できる、

通帳の写し（表紙と、口座番号とカタカナの口座名が記載されたページの２面）をご提出ください。 

 

 

（１）導入した設備投資等の内容を証する書類（事業を実施が客観的に分かる資料）（交付要領第１２-１、様式第９号記の３、５） 

  交付決定した「事業実施計画書」通りに設備投資等を実施したことを確認するために必要です。 

① 「 設備投資」の場合は、「設備導入を行った事実」、「設備導入が完了した日（納品日）」を確認するため、当該設備に関する契約

書、納品書、導入物の写真等。 

② 「システム・ソフトウェア」の場合は、操作マニュアルの他、有する機能、インストール日等が分かる画面の写真等。 

③ 「人材育成・教育訓練、研修、経営コンサルティング（国家資格者である事）」の場合は、実施日時（何時から何時まで）、実施場所、

実施者、被実施者、実施内容が明らかとなる書類等。                       

（２）経費の支出を証する書類（交付要領第１２-２、様式第９号４、５） 

  支払の事実（支払元、支払先、支払内容、支払日、支払額等）を確認するために必要です。 

また、経費の支出は振込払いを原則とします。 

①請求書、銀行振込受領書の写し、預金通帳の写し 

②ネット振込の場合は、支払完了した記録が必要。「振込予定」と記載されているものは、「振込完了」が確認できる通帳等の写し。 

③クレジットカード、小切手、約束手形（支払手形）等による支払で、交付決定の属する年度の３月３１日までに口座から引き落とされて 

いない場合は助成対象外となりますので、ご注意ください。                       

④現金支払いの場合は、申請事業場が当該要件のために支出したことを確認するために総勘定元帳、現金出納帳等。 

 

 （交付要綱第１２条第１項、様式第８号） 

「賃金引上げ後、６月を経過した日」又は「支払請求手続きを行った日の前日」のいずれか遅い日までの間の、解雇等（解雇、賃下げ、

契約不利益変更）の有無を報告する必要があります。（やむを得ない事由等によるもの以

外の解雇があった場合、対象外となります） 

①状況報告（様式第８号）                              ※提出期限： 上記いずれか遅い日から起算して１月以内 

②解雇等がある場合、対象期間中の賃金台帳の写し等 （申請マニュアルⅡ－５）                        

 

 ・労働局では不正受給防止の強化を行っており、申請内容の確認のため、事業場調査を実施することがありますのでご理解ください。 

※交付決定通知を受取る前に、業務改善計画を実施したり助成対象経費を支出した場合は、助成対象外になりますのでご注意ください。 

                                 兵庫労働局 雇用環境・均等部 企画課  Tel 078-367-0700 

事業実績報告時の提出書類について 
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状況報告時の提出書類について 


